
曹洞宗財政レポートの概要

財政レポートとは？

これまでの予算や決算の資料では、款項目と金額の
列記が多く、宗費がどのような業務に使われている
かが把握しづらいものでした。そこで、宗費の使わ
れ方が直感的に分かる資料として作成された資料が
曹洞宗財政レポートです。

曹洞宗財政レポートの詳細は
こちらをご覧ください

「純計」を用いる理由について

曹洞宗の会計には一般会計と特別会計がありますが、予算や決算の中には会

計間で資金移動や繰入金など性質としては同じ意味を持つ金額が重複して計

上されています。財政レポートでは、これら重複した金額を除いた「純計」

を用いることで、財政の状況がより直感的に分かるようにしています。

令和８年度予算編

会計 純計歳入 純計歳出

一般会計 44億4,817万円 40億577万円

不動産会計 2,440万円 5,300万円

図書会計 4億3,500万円 5億231万円

檀信徒会館会計 9億2,125万円 10億5,170万円

僧侶共済会計 2億9,481万円 4億2,354万円

建物共済会計 2,347万円 1億6,536万円

災害対策会計 1億9,628万円 6億2,220万円

育英資金会計 21万円 25万円

育英基金会計 443万円 1,197万円

護持会会計 22万円 2,150万円

合計 63億4,824万円 68億5,759万円

純計ベースの歳入の推移

曹洞宗の令和８年度予算について、全会計の純計歳入は63億

4,824万円、純計歳出は68億5,759万円となり、前年度比では

歳入が＋1.28％、歳出が▲0.86％となりました。

会計別の純計歳入出額
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純計ベースの歳出の推移



純計歳入の概況

純計歳入出の概況

純計歳出の概況
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全会計 賦課金
（億円）

賦課金 92.6%

（41.2億）

義財 5.8%

(2.6億)

その他 1.6%

(0.7億）

一般会計の内訳

賦課金 64.9%

（41.2億）

ホテル事業費

14.5% (9.2億)

その他 20.6%

(13.1億）

全会計の内訳

〈 総計 63億4,824万円〉 〈 総計 44億4,817万円〉

運営管理費

47.3%

（32.4億）

業務・事業費

41.5%

(28.5億)

その他 11.2%

(7.7億）

全会計の内訳

〈 総計 68億5,759万円〉

運営管理費

52.9%

（21.2億）

業務・事業費

27.9%

(11.2億)

その他 19.1%

(7.7億）

一般会計の内訳

〈 総計 40億577万円〉
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全会計 業務・事業費
（億円）

令和8年度の純計歳入予算は、一般会計で44億4,817万円、全会計

で63億4,824万円となり、前年度比では一般会計で▲1.03％、全

会計で＋1.28％となりました。

内訳別では、賦課金が41.2億円の予算となり、前年度比では

▲0.68%となりました。

主な減額の要因は級階賦課金、教師賦課金の減少を見込んでいる

もので、主な増額の要因は災害援護拠金の増額によるものです。

令和8年度の純計歳出予算は、一般会計で40億577万円、全会計で

68億5,759万円となり、前年度比では一般会計で＋0.83％、全会

計で▲ 0.86％となりました。

内訳別では、運営管理費は約1億7,265万円増額、業務・事業費は

約1億1,277万円減額となりました。

全会計と賦課金の推移 全会計と業務・事業費の推移



42%

運営管理費32億4,075万円

人件費や宗議会費など宗門や
宗務庁を運営するための経費

業務・事業費 28億4,860万円

個別具体的な業務や事業の
ための経費

補助費 1億1,344万円

両大本山や宗務所などへの補助金

宗費完納奨励金 6億1,380万円

宗費を期限内に完納した場合、
寺院・納入組合に交付するもの

予備費 4,100万円

不測の事態に備えて使い道が
定まっていない経費

総計 68億5,759万円

人件費 19億2,273万円

給与
旅費など

一般管理費 11億2,484万円

ビル管理費、諸税
消耗品費など

宗議会費 1億4,797万円 審事院費 2,402万円

選挙費 2,119万円

運営管理費総計 32億4,075万円

教育養成 3億 221万円
調査研究費

5,574万円

布教教化 4億7,169万円

福祉厚生 13億8,539万円 出版 4億 544万円

檀信徒会館事業

1億9,360万円

社会公益

3,453万円

予算の使いみち

業務・事業費総計 28億4,860万円

47%

5%

59% 35% 11% 17%

49% 14%

◆人件費は主に退職給の増額により、1億4,121万円増額となりました。
◆一般管理費は新たに不動産賃貸経費を業務・事業費から運営管理で
計上することにより増額となりましたが、その他は前年通りの水準と
なりました。

◆前年度に比べ福祉厚生が約8,900万円の減額、布教教化が約1,600万円の減額となり、

業務・事業費全体では約1.1億円の減額となりました。福祉厚生の業務で災害復興対策資

金貸付が1億円の減額したことが減額の主な理由ですが、その他の業務・事業について大

きな増減がなく、全体としても前年通りの水準となりました。

前年度比： ＋5.6％ 前年度比： －3.8％

前年度比：＋7.9％

前年度比：－0.1％

前年度比： ＋1.2％ 前年度比：＋1.3％ 前年度比：－3.4％

前年度比：－6.0％ 前年度比：－1.5％



教育養成 3億221万円

業務・事業費予算における主な業務・事業

● 僧堂補助業務（9,013万円）

掛塔僧の教材費、奨学金、特殊安居、研修会など、僧堂の活

動を推進する目的で補助金を給付している。

● 曹洞宗奨学金業務（3,573万円）

僧籍を持つ学生の学業を奨励する目的で、僧侶教育施設であ

る学校に在籍し、かつ僧籍を持つ学生に対して奨学金を給付

している。

● 現職・尼僧・寺族・徒弟研修管理業務（3,694万円）

全国で開催されている研修会（現職、尼僧、寺族、徒弟）に

ついて、受講者の資質向上を目的としてその経費を補助して

いる。

● 新到掛搭僧上山補助業務（2,000万円）

令和7年度より新到掛搭僧上山補助が新設され、予算が計上

された。掛塔僧減少の歯止めを目的として、新到として上山

する僧侶が所属する寺院に対して10万円の補助金を支出する。

● 師家養成業務（1,796万円）

特別僧堂や師家養成所を設置運営し、宗門の善知識である師

家が創出されうる環境づくりを目指す。

● 学校補助業務（1,761万円）

宗門関係学校等の活動を推進する目的で補助金を支出してい

る。

● 教化センター業務（5,639万円）

本部布教を推進する目的で全国の教化センターに運営費を給

付している。

● 国際センター管理業務（4,663万円）

国外において布教教化方針を拡充することを目的として国際

センターが設置されており、その運営費を支出している。

● 国際布教管理業務（1,226万円）
海外で活動する僧侶の育成を目的とした研修の運営や、国際

布教師等に対する活動支援を行っている。

● 梅花流全国大会業務（3,300万円）
梅花流全国大会を開催し、梅花流の敷衍を目指している。

● 特派布教業務（3,151万円）
全国に特派布教師を派遣し告諭や布教教化方針を敷衍してい

る。

● 北アメリカ国際布教総監部業務（2,480万円）
● ヨーロッパ国際布教総監部業務（2,471万円）

国際布教に関する総監部が行う業務・事業。

● 宗門関係団体業務（2,658万円）
青年会や婦人会など、各団体の教化活動支援を目的として補

助金を給付している。

教師一人当たり：2.0万円

布教教化 4億7,169万円

教師一人当たり：3.1万円

※記載の予算額は業務・事業費の分類される予算で人件費等の運営管理費は含まれません。人件費等を含めたコスト合計は曹洞宗財政

レポートを参照してください。

※予算額は千円以下は四捨五入。教師一人当たりの金額は教師数：15,010人（令和8年4月1日時点）で算出したもの。



福祉厚生 13億8,539万円

● 災害援護業務（6億2,220万円）

災害に見舞われた寺院や檀信徒に対して援護を行ってい

る。

● 僧侶共済業務（4億2,354万円）

一定の年齢未満で住職や副住職が死亡した際に給付金を

給付している。

● 建物共済業務（1億6,536万円）

火災により損害が生じた寺院に対して相互扶助により補

填援助を行っている。

● 寺族年金業務（8,400万円）

一定の要件を満たした寺族に対して給付金を給付してい

る。

● 僧侶年金業務（8,107万円）

住職としての勤続年数に対し、報奨金を給付している。

出版 4億 544万円

● 図書出版販売事業（3億1,287万円）

禅の友や宝暦等、頒布物の作成及び販売。

● 曹洞宗報・てらスクール業務（9,101万円）

宗門における官報である曹洞宗報、寺族や子弟の育成を目

的として、てらスクールを作成している。

調査研究 5,574万円

● 総合研究センター運営業務（1,875万円）

宗門の研究を推進するために総合研究センター

を設置運営している。

● 文化財調査業務（1,223万円）

全国の曹洞宗寺院に眠る文化財の発掘及び調査

を行っている。

社会公益 3,453万円

● 人権教育啓発業務（3,059万円）

人権啓発に係る資料作成や研修会を開催している。

教師一人当たり：9.2万円

教師一人当たり：0.2万円

教師一人当たり：0.4万円

教師一人当たり：2.7万円

業務・事業費予算における主な業務・事業

教化研修部門 1,106万円

未来創生研究部門 216万円

宗学研究部門 578万円

近現代教団研究部門 21万円

※記載の予算額は業務・事業費の分類される予算で人件費等の運営管理費は含まれません。人件費等を含めたコスト合計は曹洞宗財政

レポートを参照してください。

※予算額は千円以下は四捨五入。教師一人当たりの金額は教師数： 15,010人（令和8年4月1日時点）で算出したもの。


	スライド 1: 曹洞宗財政レポートの概要
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4: 業務・事業費予算における主な業務・事業
	スライド 5: 業務・事業費予算における主な業務・事業

